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（１）歳入

市の会計には、行政運営の基本的な経費を中心とした一般会計と、特定の収入で特定の事業を

行う特別会計などがあります。

また、これらの会計を毎年4月1日から翌年3月31日までを1会計年度として期間を区切って

整理しています。

そして、会計ごとに、年度初めにどのような収入があり、それをどのように使っていくかの計

画（予算）を立て、年度の業務が終了すると、その年度の収支を確認（決算）しています。

それでは、市にはどのような収入があり、それがどのように使われているのかを、一般会計の

歳入（収入）、歳出（支出）の令和５年度決算の状況で見てみましょう。

国庫支出金
市が実施する特定の事業に対して、国からもらえるお金で、使い道が決まってい
ます。

繰越金 前年度から今年度に持ち越されたお金のことをいいます。

その他

県支出金(81億9,963万2千円)、地方消費税交付金(77億1,398万6千円)、地方
交付税(71億5,191万円)、市債(63億1,900万円)、諸収入(36億5,850万4千
円)、使用料・手数料(15億7,449万8千円)、地方譲与税(7億5,847万4千円)、
法人事業税交付金(5億4,707万7千円)、分担金・負担金(4億9,762万4千円)、
地方特例交付金(4億6,577万1千円)、株式等譲渡所得割交付金(4億132万8千
円)などがあります。

グラフを見ると、市民の皆さまから納めていただいた市税が歳入の約４割を占めています。
市税や使用料・手数料、財産収入などは市が自主的に収入できるお金で、このようなお金を自
主財源といいます。また、地方交付税や国庫支出金、県支出金、市債など、国や県の意思によ
り定められたり、割り当てられたお金などを依存財源といいます。家計に例えると、自分で稼
いだ給料が自主財源、親からの仕送りなどが依存財源といえるでしょう。

自主財源の割合が高いほど安定した財政となり、市の自由度が高まることから、自主財源の
確保が重要な課題といえます。

繰入金

１　市の財政とは？・・・

各種基金の取り崩しや、特別会計から資金を移すものです。

市税
市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税など、市民の皆さまからの税金で
す。

令和５年度（一般会計）

歳入 1,361億6,549万2千円

（ ）は構成比

市 税

517億6,651万5千円

（38.0％）

繰入金
88億9,157万4千円

（6.5％）

国庫支出金
275億3,527万5千円

（20.2％）

繰越金
99億6,462万4千円

（7.3％）

その他
380億750万4千円

（28.0％）
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（２）歳出

総務費

衛生費 保健衛生やごみ収集などに関する経費

公債費

土木費 道路、河川、公園などの都市基盤整備に関する経費

借り入れた市債（借入金）の返済に関する経費

民生費

庁舎・財産管理、戸籍、徴税、選挙など行政運営に関する経費

歳出には2種類の見方があり、歳出内容を行政目的によって区分したもの（目的別分類）と経

済的性質によって区分したもの（性質別分類）があります。

　まず目的別分類で、どのような目的にどれだけのお金が使われたか見てみましょう。

令和5年度は、民生費（48.0％）、総務費（14.7％）、教育費（9.3％）などの割合が多く

なっています。平成14年度までは土木費の割合が一番多くなっていましたが、平成15年度以降

は民生費の占める割合が多くなり、令和５年度は物価高騰対応重点支援給付金給付事業等の影響

で民生費の割合が一番多くなっています。

教育費 学校教育や生涯学習などに関する経費

児童・高齢者・障がい者福祉や生活保護などに関する経費

その他
消防費(40億400万6千円)、農林水産業費(9億1,973万3千円)、商工費(5億
6,175万9千円)、議会費(5億3,128万2千円)、労働費(6,145万8千円)などがあ
ります。

令和５年度（一般会計）

歳出（目的別） 1,278億4,414万6千円

（ ）は構成比

民生費
613億694万4千円

（48.0％）

総務費
188億804万2千円

（14.7％）

衛生費
112億7,859万4千円

（8.8％）

土木費
92億7,282万円

（7.3％）

公債費
77億5,671万3千円

（6.1％）

その他
75億5,044万2千円

（5.8％）

教育費
118億7,059万1千円

（9.3％）

- 2 -



各種団体への助成金や一部事務組合への負担金などの経費

繰出金

道路、橋りょう、河川、学校などの整備に関する経費普通建設事業費

特別会計に支出する経費

その他
積立金(88億4,444万7千円)、公債費(77億5,671万3千円)、維持補修費(5億
5,672万1千円)、貸付金(1億2,407万6千円)、災害復旧費(2,449万2千円)があ
ります。

　次に、性質別分類で歳出内容を見てみましょう。

令和５年度は、扶助費（30.8%）、人件費（16.1％）、物件費（14.8%）、繰出金

（9.0％）、普通建設事業費（8.2％）、補助費等（7.6%）などの順に割合が多くなっていま

す。

また、人件費、扶助費、公債費は、義務的経費と呼ばれ、その支出が義務付けられているた

め、なかなか減らすことができない経費で、全体の53.0%と歳出予算の5割を占めています。

特に扶助費は、少子高齢化の進展等に伴い、年々増えています。

扶助費 児童・高齢者・障がい者や生活困窮者などを援助するための経費

物件費 物品の購入や事業の委託などの経費

人件費 職員の給与や議員・委員の報酬などの経費

補助費等

令和５年度（一般会計）

歳出（性質別） 1,278億4,414万6千円

（ ）は構成比

扶助費
393億2,140万6千円

（30.8％）

人件費
205億5,310万1千円

（16.1％）

補助費等
97億4,893万8千円

（7.6％）

繰出金
114億8,305万1千円

（9.0％）

その他
173億644万9千円

（13.5％）

普通建設事業費
105億3,475万2千円

（8.2％）

物件費
188億9,644万9千円

（14.8％）
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（３）令和５年度収支

Ｅ－Ｆ＝Ｇ

１億５３３万５,０００円Ｄ

歳 出 総 額

令 和 ４ 年 度 実 質 収 支

令和５年度の歳入から歳出を単純に引くと約83億2,000万円の黒字となっています。このう

ち、翌年度に繰り越した事業（約1億1,000万円）がありますので、この経費を除きますと実質

的には約82億2,000万円の黒字となります。なお、令和４年度においては、約98億3,000万

円の黒字でした。

令和５年度は、納税義務者数の増加などにより、個人市民税で増、また、家屋の新増築分等の

増加などに伴い固定資産税や都市計画税で増となったことなどにより、市税全体では対前年度比

1.4％の増となりました。また、事務事業の見直し、経常的経費の縮減など一層の行政改革に努

めつつ、限られた財源を効果的、効率的に活用し、事業を行ったことなどにより、黒字になりま

した。

今後も、少子高齢化への対応のほか、公共施設等の老朽化対策などへの支出が予想されます

が、安定した財政運営を行うためには、引き続き事務事業の見直し、職員定数の適正化など行財

政改革に努めていかなければなりません。

歳 入 総 額

８３億２,１３４万６,５７７円

令 和 ５ 年 度 一 般 会 計 決 算 状 況

１,３６１億６,５４９万１,６０４円

実 質 収 支 Ｃ－Ｄ＝Ｅ ８２億１,６０１万１,５７７円

※単年度収支とは、当該年度の決算による実質収
支から前年度の実質収支を差し引いた額をいいま
す。

Ａ

翌 年 度 繰 越 財 源

歳 入 歳 出 差 引 Ａ－Ｂ＝Ｃ

単 年 度 収 支

Ｆ ９８億２,９７０万１,２３３円

▲１６億１,３６８万９,６５６円

区　　　　　分

１,２７８億４,４１４万５,０２７円Ｂ
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百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

百万円 万円

53,316.5 親からの援助 26.5

76,530.0 給料

令和５年度一般会計決算額

２　市の財政を家計に例えると？・・・

　令和５年度一般会計決算を身近に感じていただく方法として、（市の財政と家庭の会計のしく

みでは異なりますが・・・）給料月収3８万円（年収460万円）（※注）の一般家庭の家計に当

てはめてみました。なお、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があり

ます。

（※注）給料月収は、令和５年分民間給与実態統計調査における、1年を通じて勤務した給与所

得者1人当たりの平均給与額を12か月で割ったものです。

家計に例えた場合

支出計 63.5

　1か月の収支としては黒字ですが、総収入67万6千円のうち、給料は38万円で、26万5千円が親
からの援助、3万1千円が借入金に頼っていることになります。
　支出では、食費や医療費、光熱水費、家族への仕送りなどに49万6千円、借金の返済に3万9千
円かかっており、普段の生活費として53万5千円かかっていることになります。
　これは、自ら稼いだお金（給料）よりも15万5千円多い支出となり、厳しい状況にあることが
わかります。給料で普段の生活費を賄えることが理想と言えるでしょう。
　今後、少子高齢化の進展に伴い給料（市税等の自主財源）の減収が予想され、さらに親
（国）からの支援（地方交付税）もいつまで続くか不安定な要素があります。
　こうしたことから、できる限り支出を抑えて、限られた収入を大切にし、お金の使いみちを
計画的に考えていくことが重要です。

127,844.1支出計

3.1

国・県支出金など

ローンの返済

38.0市税などの自主財源

19.5

4.5

生計を別にしている家族への仕送りなど

扶助費

令和５年度一般会計決算額

ローンなどの借入金

その他

5.5

物件費 18,896.4 光熱水費など

自宅の増改築・修繕費

21,232.0 10.5

7,756.7

繰出金・補助費等

9.4

収入

投資的経費・維持補修費 11,091.5

人件費 20,553.1 食費

公債費

39,321.4 家族などの医療費

市債などの借入金 6,319.0

家計に例えた場合

136,165.5 67.6収入計

10.2

3.9

収入計

支出

8,993.0 積立貯金など
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（１）健全化判断比率等

地方公共団体の財政の早期健全化、再生、公営企業の経営健全化を目的として、「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律」が平成19年6月15日に制定され、平成21年4月1日から施行

されました（平成20年4月1日から一部施行）。地方財政健全化法には、今までもあった実質公

債費比率と、新しく実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率が加えられ、この4つの比

率に応じて、地方公共団体が財政の早期健全化、再生を図るための計画を策定する制度が定めら

れました。

３　市の財政状況は？・・・

　市の財政を一般家庭の家計に置き換えてみると、厳しい状況にあることがわかります。

しかし、市の財政と家庭の会計のしくみは、同様に考えることは難しいので、ここでは、よく

使われている指標を用いて、市の財政状況がどのような状態にあるのかを見てみます。

健全化

法での

区分

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

公営企業会計 西大袋土地区画整理特別会計

公共用地先行取得特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

東越谷土地区画整理特別会計

病院事業会計

公共下水道事業会計

越谷市

一般会計

公営企業会計

一部事務組合・広域連合

地方公社（土地開発公社）･第３セクター

一
般
会
計
等

公
営
事
業
会
計

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率 資

金
不
足
比
率

特
別
会
計
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Ⅰ　実質赤字比率

Ⅱ　連結実質赤字比率

連結実質赤字がない場合は、「－」と表示しますが、越谷市の連結実質赤字比率は、

▲18.32％（▲22.07％）で、黒字となっています。（すべての会計が黒字です。）

※連結実質赤字比率については、県内平均、順位等は未公表です。

※（　）は前年度数値です。

令和４年度

この指標は、福祉・教育・まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標

化し、財政運営の深刻度を示すものです。「一般会計などの実質的な赤字額」が「標準的な状態

で収入が見込まれる各自治体の一般財源（※注）の規模」に占める比率をあらわします。

通常は、その年度に実施した事業のための支払は、その年度の歳入により行うことが原則で

す。実質赤字とは、財政状況からその原則に添えなかった額の合計です。

（※注）税収や地方交付税などの使途が限定されない財源

対象会計：一般会計、母子父子寡婦福祉資金貸付金会計、西大袋土地区画整理会計、公共用地先

行取得会計

財政再生基準

－

20.00令和４年度

この指標は、一般会計・特別会計・公営企業会計のすべての会計の赤字や黒字を合算し、地

方公共団体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての運営の深刻度を示すものです。

この比率は、全ての会計を通しての赤字額が「標準的な状態で収入が見込まれる各自治体の一般

財源の規模」に占める比率をあらわします。

実質赤字（※注）が生じている会計と、実質黒字（※注）が生じている会計があると、赤字

額の合計が黒字額の合計を超えた場合に、この比率が計算されます。実質赤字が生じている会計

がない場合や、黒字額の合計が赤字額の合計を超えていれば、比率は無しという意味で「－」と

表示します。

（※注）歳入決算額から、その年度に支払を終えた歳出決算額と、翌年度への繰越額（事業の実

施が翌年度にも及ぶこととなったために、支出に必要な財源をそのまま繰越した額）を引いて算

出

対象会計：一般会計、国民健康保険会計、後期高齢者医療会計、介護保険会計、母子父子寡婦福

祉資金貸付金会計、東越谷・西大袋土地区画整理会計、公共用地先行取得会計、病院事業会計、

公共下水道事業会計

20.0011.25

早期健全化基準

実質赤字がない場合は、「－」と表示しますが、越谷市の実質赤字比率は、▲13.02％

（▲15.51％）で、黒字となっています。

※実質赤字比率については、県内平均、順位等は未公表です。

※（　）は前年度数値です。

－

16.25 30.00令和５年度

令和５年度

11.25

越谷市 早期健全化基準

越谷市

30.00－ 16.25

財政再生基準

－
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Ⅲ　実質公債費比率

(注）県内市順位は、昇順（小さい数値から大きい数値への順）としています。

令和５年度

県内市平均越谷市 県内市順位

25.0

5.3

越谷市の実質公債費比率について、令和５年度は5.3％となり、令和４年度の6.0％から0.7ポ
イント減少しました。
　この数値は、早期健全化基準を大きく下回り、健全な状況といえます。
　また、県内市町村平均を上回り、全国市区町村平均を下回っています。

越谷市では、過去に急速な人口増に対応するため、下水道をはじめとした都市基盤整備を急
ピッチで進める必要があったことから、多額の借入れを行いました。地方債は、世代間負担の
公平性という目的はあるものの、地方債の返済経費である公債費の増加は、将来の市民の皆様
に負担を強いることになるほか、財政の弾力性を阻む要因となることから、地方債のうち通常
債の発行を原則50億円以下とし、抑制に努めています。

30/40

25/404.9

一般会計等の公債費（借入金の返済）のほか、特別会計、公営企業会計への繰出金や一部事務
組合への負担金のうち借入金の返済に充てられた経費、さらには債務負担行為のうち、公債費と
同様の性質のあるものを加えた実質的な公債費による財政負担の度合いを判断する指標で、いわ
ゆる資金繰りの危険度を示すもので、3か年の平均値となります。家計に例えれば、給料から支
払うローン返済の割合を示すものです。

地方債は、長期間にわたり利用される施設を建設する際などに、将来その施設を利用する住民
の方々にも費用を負担していただくために発行するものです。都市部ほど、道路、下水道や学校
などの大きな施設の建設が必要となることから、地方債の発行額と公債費は大きくなりがちで
す。なお、実質公債費比率は、健全化判断比率としての指標のほか、18％以上になると地方債
の発行に際し県の許可が必要となり、25％以上で地方債発行が一部制限されることとなりま
す。
※ 平成18年度（平成17年度決算分）から導入され、地方債発行に係る協議団体・許可団体と
を判断する指標として用いられています。
※ 平成19年度決算分から、都市計画税の収入の一部を反映させるなど、算定基準が変更されて
います。
対象会計：一般会計、国民健康保険会計、後期高齢者医療会計、介護保険会計、母子父子寡婦福
祉資金貸付金会計、東越谷・西大袋土地区画整理会計、公共用地先行取得会計、病院事業会計、
公共下水道事業会計等

令和４年度

早期健全化基準

6.0

財政再生基準 35.0

4.9

7.2 7.2 7.6 
6.7 

6.0 

5.3 

4.8 4.8 
5.0 5.0 5.1 5.0 

6.1 5.8 5.7 5.5 5.5 

5.6 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5

％

年度

実質公債費比率

越谷市

県内市町村平均

全国市区町村平均
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Ⅳ　将来負担比率

(注）県内市順位は、昇順（小さい数値から大きい数値への順）としています。

21/40

0.4

越谷市 県内市平均

越谷市の将来負担比率は、令和５年度は0.4％となり、令和４年度の2.1％から1.7ポイント負
担は減少しました。この数値は、早期健全化基準を大きく下回り、健全な状況となっておりま
す。また、他市町村と比較しても、低い数値といえます。将来負担比率は、将来支払っていく
可能性のある負担等としての地方債（借金）の返済残高が大きなウェイトを占め、さらに特別
会計、公営企業会計に対する借金返済のための繰出金、土地開発公社からの土地の購入見込額
に加え、外郭団体等の負債のうち、越谷市が肩代わりするおそれのある負担見込額などが含ま
れています。

越谷市では、通常債の借入額を原則50億円以下とし、借入残高の削減に努めているほか、外
郭団体である越谷市土地開発公社においては、平成12年度に策定した健全化計画（平成26年度
からは、第2次健全化計画）に基づき計画的に債務の削減を図っており、借入残高や債務残高
は、年々減少しています。今後も、引き続き、将来負担の抑制に努め、健全な財政運営の維持
に努めなければなりません。

早期健全化基準 350.0

各自治体が将来に支出しなければならない財政負担が、「標準的な状態で収入が見込まれ
る、各自治体の一般財源の規模」の何倍にあたるかを示す指標です。単年度にとどまらず、中・
長期的な財政状況をあらわしており、将来に財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標と
いえます。家計に例えれば、ローンの残高や、家族の借入金に対して今後仕送りをする見込金額
などの総額が、年収に占める割合を示すものです。

将来負担比率の大きな特徴としては、算定の要素として、越谷市の全会計以外に、第三セク
ター等が含まれていることです。たとえば、行政の仕事のための土地を購入し保有している、土
地開発公社の抱えている負債の額のうち、将来、越谷市が負担する見込のある額が含まれていま
す。また、第三セクター等が銀行等から借入をする際に、越谷市がその損失補償（※注）をして
いる場合がありますが、そのように損失補償をしている団体の負債のうち、団体ごとの経営状況
により、将来、越谷市が負担する見込のある額も含まれています。
（※注）第三セクターなどが銀行に返済できなくなった場合、自治体が一定の範囲で損失額を補
償すること
対象会計：一般会計、国民健康保険会計、後期高齢者医療会計、介護保険会計、母子父子寡婦福
祉資金貸付金会計、東越谷・西大袋土地区画整理会計、公共用地先行取得会計、病院事業会計、
公共下水道事業会計等

県内市順位

2.1令和４年度

21/404.6令和５年度
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0.4 

16.3 17.3 

16.0 
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- 9 -



Ⅴ　資金不足比率

（２）財政力指数

★県内市との比較★

(注）県内市順位は、降順（大きい数値から小さい数値への順）としています。

資金余剰(黒字)の場合は「－」で表示していますが、病院事業会計▲1.0％（▲8.3％）、公共

下水道事業会計▲32.4％（▲26.3％）となっています。東越谷土地区画整理特別会計は事業規

模（営業収益）がないため算出されません（▲2,664,280.0％）。

※(　)は前年度数値です。

越谷市の令和５年度決算に係る健全化判断比率等は、令和４年度に引き続き、法令に定めら
れた早期健全化基準を下回る結果となりました。

今後、これらの指標の推移に十分注意をし、限られた財源の効率的、効果的な配分を行い、
適正な執行管理に努めなければなりません。さらには、加入一部事務組合や土地開発公社、第
三セクターへの適切な指導等を引き続き行い、健全な財政運営の維持に努めなければなりませ
ん。

令和５年度 0.876

越谷市 県内市平均

標準的な行政運営を行うために必要であると算定された経費（基準財政需要額）に対し、標準

的に収入されるであろうと算定された市税等の財源（基準財政収入額）の割合で、通常は過去3

年間の平均値をいいます。この指標は、地方公共団体の経済力を示す指標で、簡単に言えば行政

の仕事に必要な費用をどれだけ自力で調達できるかを表しています。この指数が1以上ならば自

力で財源を確保できていることになり、1を下回ると自力で確保できる財源が不足していること

になります。

令和４年度 11/40

11/40

0.834

越谷市の財政力指数は、令和５年度0.876となり、令和４年度の0.893から0.017ポイント減少
し、１を下回る財源不足団体となっております。なお、県内市町村平均0.734と比較して0.142
ポイント上回っており、県内市平均0.818と比較しても、やや高い数値といえます。

0.893

令和４年度

経営健全化基準

0.818

県内市順位

令和５年度

20.0 20.0 20.0

東越谷
土地区画整理

病院事業 公共下水道事業

－ － －

－ － －

一般会計等に属さない区画整理事業会計や病院、下水道などの公営企業ごとの各年度の経営
状況の深刻度を示す指標で、「各公営企業の資金の不足額」が「各企業の事業の規模（料金収入
の規模）」に占める比率を表します。資金の不足額が無い場合は、比率は無しという意味で
「－」と表示されます。

0.932 0.932 0.929 0.908 0.893 0.876 

0.786 0.787 0.787 0.765 
0.750 0.734 

0.51 0.51 0.51 0.50 0.49 0.48 

0.300

0.500

0.700

0.900

H30 R1 R2 R3 R4 R5 年度

財政力指数の推移

越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均
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（３）経常収支比率

★県内市との比較★

(注）県内市順位は、昇順（小さい数値から大きい数値への順）としています。

89.0

越谷市

越谷市の経常収支比率は、令和４年度は89.0％でしたが、令和５年度は92.1％と3.1ポイント
上昇しました。これは、分母である経常的な収入が、地方税の増加などにより1.0％増加してい
るものの、分子である経常的な支出が、社会保障経費の増加などにより4.5％増加し、分母の増
を分子の増が上回ったことによるものです。この数値は、全国平均あるいは県内平均に比べ低
い数値となっていますが、引き続き経常的な経費の抑制等に努め、比率の上昇を抑制していく
必要があります。

人件費、扶助費、公債費など毎年経常的に支出される経費に係るお金が、市税、地方消費税交

付金など毎年経常的に収入され、使い道が制限されず自由に使えるお金のうちのどれくらいある

かという割合です。この比率が高いほど、臨時的な支出にお金をまわす余裕がなくなり、財政が

硬直化していることになります。従来、一般的に都市部では75％程度が妥当と言われていまし

たが、公共施設などの社会資本の整備が進んできた現在は、下水道整備途上の自治体では

85％、下水道完備の自治体では90％が妥当とも言われています。

家計に例えれば、給料など毎月決まって入ってくるお金が､食費や家賃､光熱水費、ローン返済

など必ず支払わなければならない生活費にどれだけ使われているかを示すものです。

100％を超えた状態は、毎月必ず必要となる支出が毎月の経常的収入を上回った状態で、臨

時的な収入（預金の解約など）で対応しなくてはなりません。

12/40

93.6

94.9令和５年度

令和４年度

県内市平均 県内市順位

92.1

6/40
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91.0 
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％

年度

経常収支比率の推移

越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均
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★県内市との比較★

公債費負担比率

通常、経常的に収入される一般財源総額（自由に使えるお金）に占める公債費の比率を公債費
負担比率といいます。

家計でいえば、給料から支払うローン返済の割合と同じで、比率が高いほど財政運営が苦しく
なり、一般的には15％が警戒ライン（黄色信号）、20％が危険ライン（赤信号）と言われてい
ます。

9.5

令和５年度

令和４年度

県内市平均

（４）公債費負担比率

11.4

13/40

越谷市

11.0

12/40

県内市順位

9.3

越谷市の公債費負担比率は、令和４年度の9.5％から0.2ポイント減少し、9.3％となっていま
す。これは、分子である公債費が、普通交付税の一部の振替措置である臨時財政対策債（国の
政策による借入金）にかかる返済が増加していることなどにより、前年度比2.9％増加している
ものの、分母である一般財源総額が、市税の増加などにより前年度比5.1％増加し、分子の増を
分母の増が上回ったことによるものです。

現在、教育施設整備や都市基盤整備等のために借り入れるお金（通常債）が増加傾向にあり
ますが、原則50億円以下に抑制することを基本とし、比率の抑制に努めています。
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12.0 

11.5 11.4 
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H30 R1 R2 R3 R4 R5

％

年度

公債費負担比率の推移

越谷市

県内市町村平均

※全国市町村平均は、平成17年度以降非公表です。
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（５）実質収支比率

★県内市との比較★

(注）県内市順位は、降順（大きい数値から小さい数値への順）としています。

県内市順位越谷市

実質収支額（歳入決算額から歳出決算額を引いた額から翌年度へ繰り越す財源を除いた額）の

標準財政規模（通常水準の行政活動を行ううえで必要な一般財源の規模）に占める比率をいいま

す。実質収支は多額であればよいというものではなく、その妥当性を判断するための比率で、一

般的には3～5％が適当と言われています。

越谷市の実質収支比率は、令和４年度は15.1％、令和５年度は12.3％となっており黒字を維
持しています。これは、歳出において、事務事業の見直しや経常的経費の縮減などに努め、効
率的な事業の執行を行うとともに、歳入では、積極的な収納対策等による税収の確保をはじ
め、市有財産のうち、未利用地等の売却や有効活用、広告収入等の自主財源の確保に努めてい
ることなどによるものです。

7/40

6/4012.3
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県内市平均
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※全国市町村平均は、平成17年度以降非公表です。
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（１）市債残高　
①　一般会計【通常債】

②　一般会計【特例債】

市債には、通常債のほかに、特例として減税補てん債や近年増加傾向にある臨時財

政対策債など国の政策による借入金（特例債といいます）もあります。なお、特例債

による借入は、市の権限で決定することができません。

前頁までの財政状況を示す指標には、公債費（借入金の返済）の多寡が大きく影響しますが、

ここで、市の借入金はどのくらいあるか、また契約等により今後支出が予定されているものがど

れくらいあるのか見てみましょう。

市債は、原則として大規模な公共工事を実施する際に、国や金融機関等からの借入

金（通常債といいます）で、単年度の財政負担の軽減や将来その施設等を使う世代に

も経費を負担していただき世代間の負担を公平にするという目的をもっています。た

だし、過度の借入は後年度の市民の皆さまに大きな負担を強いることになるほか、財

政の硬直化を招くことになり注意が必要です。

４　市の借入金はどのくらい？・・・

H30 R1 R2 R3 R4 R5

一般会計（特例債） 44,167,287 44,576,373 45,295,141 47,812,439 46,262,869 43,722,744
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41,000,000

42,000,000
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44,000,000

45,000,000

46,000,000

47,000,000

48,000,000

千円

年度

市債残高（一般会計【特例債】）

H30 R1 R2 R3 R4 R5

一般会計（通常債） 26,090,175 25,608,165 30,701,223 30,622,500 30,219,088 31,660,953
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- 14 -



③　特別会計及び事業会計

④　市債残高総額

  令和５年度末の市債残高は、一般会計、特別会計、病院事業会計、公共下水道事業会計の合
計1,040億2,209万2千円で、前年度に比べ46億6,839万6千円減少しています。一般会計の通常債
で増加していますが、国の政策により借入を行った特例債のほか、特別会計、病院事業会計、
公共下水道事業会計で、過去に借り入れた市債の返済が増加したことなどから、市債残高が減
少しています。（令和２年度より、公共下水道事業は特別会計から公営企業会計に移行。）
　健全な財政運営を行うためには、市債残高の抑制が重要であるため、毎年度、通常債の発行
を原則50億円以下とし、毎年度返済しているお金を下回るよう抑制しているところですが、特
例債は国の政策等で借り入れる額が決められることから、市の裁量で抑制することができない
という問題があります。

一般会計のほか、区画整理事業などの特別会計や、病院事業会計、公共下水道事業
会計においても、単年度の財政負担の軽減や将来その施設等を使う世代にも経費を負
担していただき世代間の負担を公平にするという目的から、市債による借入を行って
います。

H30 R1 R2 R3 R4 R5

内訳：公共下水道事業 - - 27,437,199 25,170,748 22,981,942 20,731,776

内訳：病院事業 2,483,062 2,178,306 2,042,642 3,092,265 2,909,298 2,196,896

内訳：特別会計 40,200,976 37,744,677 7,340,622 6,905,113 6,317,291 5,709,723

内訳：一般会計（特例債） 44,167,287 44,576,373 45,295,141 47,812,439 46,262,869 43,722,744

一般会計（通常債） 26,090,175 25,608,165 30,701,223 30,622,500 30,219,088 31,660,953
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年度

市債残高総額

110,107,521 112,816,827 104,022,092112,941,500 113,603,065

H30 R1 R2 R3 R4 R5

特別会計 40,200,976 37,744,677 7,340,622 6,905,113 6,317,291 5,709,723

病院事業会計 2,483,062 2,178,306 2,042,642 3,092,265 2,909,298 2,196,896

公共下水道事業会計 - - 27,437,199 25,170,748 22,981,942 20,731,776
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108,690,488
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（２）債務負担行為額　

商慣習上や法令上などから複数年の契約を締結し、次年度以降、契約の相手方の業務等の履行

により、支出することとなる金額を示しているものとして債務負担行為というものがあります。

これは市債のような借入金ではありませんが、将来の予算を拘束することとなります。

　平成29年度は、小中学校の空調整備に係る前払いの完了や、谷中分署の建替え完了などによ
り残高が大きく減少し、平成30年度は、内部事務システム電算委託料などの事業が完了、令和
元年度は、保健センター整備事業などの債務負担行為が解消されたことなどから、残高が減少
しています。令和2年度は、指定管理者制度を採用した管理運営委託料の更新などにより、残高
が増加し、令和3年度は、新型コロナウイルスワクチン接種支援業務委託料などの債務負担行為
が解消されたことにより、残高が減少しています。令和4年度は、新たに（仮称）緑の森公園保
育所整備事業や本庁舎建設事業などの債務負担行為を設定したことにより、残高が増加してお
ります。令和5年度は、新たに小中一貫校整備運営費や越谷コミュニティセンター管理運営委託
料などの債務負担行為を設定したことにより、残高が増加しております。
　なお、指定管理者制度を採用した管理運営委託料などは、従来、単年度で契約をしていた義
務的な経費ですが、複数年の契約を締結することにより、経費等の縮減が図れることなどか
ら、債務負担行為を設定し、複数年契約をしています。

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

債務負担行為（指定管理者） 4,674,485 4,538,690 3,286,879 7,663,499 5,797,654 4,039,104 5,489,184

債務負担行為（PFI） 5,869,283 5,241,990 4,659,863 3,961,635 3,355,264 2,729,899 16,942,200

債務負担行為（機器賃借等） 4,485,780 4,070,093 3,534,564 2,413,099 3,925,623 6,970,516 6,680,641
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（２）行政コスト計算書

（３）純資産変動計算書

（４）資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書）

【対象となる会計の範囲、作成基準など】

　当該年度における純資産及びその内部構成の変動を示すものです。

作成基準日･･･令和６年3月31日
・一般会計及び特別会計における出納整理期間（令和６年4月1日から5月31日まで）の入出金
については、作成基準日までに終了したものとして処理しています。
・企業会計及び関係団体における未収金・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期間
に取引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理しています。
・表の記載金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

平成18年6月に施行した｢簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律｣
を契機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置付け
られました。これにより、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成18 年5 月総務省）におい
て「基準モデル」または「総務省方式改訂モデル」が示され、本市では「基準モデル」を採用
し、平成20年度決算から平成27年度決算にかけて財務書類を作成及び公表してきました。

また、平成28年度決算から、「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」（平成26
年4月総務省）により示された統一的な基準により、財務書類を作成し、公表を行っています。
※「統一的な基準による財務書類」は、固定資産台帳の整備を前提とする、発生主義・複式簿記
の財務書類ですが、越谷市では、これまでも、固定資産台帳の整備を前提とする「基準モデル」
で財務書類を作成しています。

　市の決算書は、単年度の現金の収入、支出に着目してつくられています。そのため、市の資産や負
債の全体像は明らかになりません。
　ここでは、決算書だけではわからない部分をわかりやすくするため、参考としてバランスシート等
の財務書類を見てみましょう。

【４つの財務書類】

５　財政状況を分析する他の手法は？・・・

当該年度における行政活動に伴うコストとその財源となる使用料・手数料等の収入を示すもの
です。

一般会計に一部の特別会計をあわせた「一般会計等」、特別会計を含む越谷市全体の会計区分
を示した「全体」、それに本市が関係する第三セクター等を加えた「連結」の3つの会計単位で
作成しています。

　当該年度における資金の支出と収入を示すものです。

　年度末時点における資産、負債、純資産の残高を示すものです。
（１）貸借対照表（バランスシート）
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（１）貸借対照表（バランスシート）

【 市民1人当たりの資産額、負債額、純資産額は？】

　令和４年度　（人口：343,866人） 　令和５年度　（人口：343,062人）

※人口は１月１日時点、（ ）は市民1人当たりの金額、【 】は構成比

令和５年度末時点において、越谷市全体および第三セクター等を含めた連結ベースで市の資産

がどれだけあり、その資産をどのような財源（負債・純資産）でまかなってきたかを一目で分か

るようにしたものです。左側に「資産」を表示し、右側に「負債」及び資産と負債の差額である

「純資産」を計上しています。

貸借対照表から越谷市の財政状況を見ますと、将来世代の負担といえる「負債」に対し、これ

までに整備された「資産」が約２.６倍あり、財政の健全性は十分確保されているといえます。

バランスシートは、ある時点で所有している資産や負っている負債の状況を示し、財政状況を

把握するためのものです。企業では、貸借対照表として従来から利用していた会計手法です。

具体的には、市民の皆さまに行政サービスを提供するためにどのくらいの「もの」を持ってい

るかを示しています。その金額は「資産」の部に計上されます。また、将来にどのくらいの支払

を残しているかが分かります。その金額は「負債」の部に計上されます。「資産－負債の差額」

は「純資産」で表され、代金の支払がすでに済んでいる「資産」の大きさを示しています。

市が行政サービスを提供する
ために持っている施設やインフラ

（資産）

将来支払わなければいけない
金額（負債）

将来支払わなくても使える
資産（正味資産）

（単位：百万円）
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①資産について

②負債について

③純資産について

（２）行政コスト計算書

●コストの区分

地方債償還の利子、徴収不能引当金繰入額など

２　経常移転費用

補助金や児童手当、生活保護費等の社会保障経費な
ど

  （３）その他の業務費用 

１　経常業務費用

【バランスシートからわかること】連結ベース

職員給与や議員報酬、退職手当引当金繰入など

備品や消耗品の購入費、減価償却費（社会資本の経
年劣化に伴う減少額）、施設の維持補修にかかる経
費など

純資産の総額は３，１４２億円、市民１人当たりでは９１万６千円となっており、資産全体の６

１．５％を占めています。

前年度と比べて、負債の減少などにより、総額で約２９億円増加し、市民１人当たりでは約１万１

千円増加しました。資産総額に対する純資産の割合は、０．９ポイント増加しました。

負債は、地方債など将来において支払いの必要があり、将来の世代が負担することになる「固定負

債」と、短期間のうちに支払期限が到来する「流動負債」に区分されます。

本市の負債は総額１，９６９億円となっており、資産全体の３８．５％を占めています。また、市

民１人当たりの負債額は５７万４千円となっています。

前年度と比べて、負債総額は約５４億円減少し、市民１人当たりでは約１万４千円減少しました。

主に、地方債等の償還が、一般会計と公共下水道事業会計で合わせて約３１億円進んだことなどによ

るものです。負債総額が減少した結果、資産総額に対する負債の割合は、前年度から０．９ポイント

減少しました。

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために使用される
ものです。

本市の連結ベースでの令和５年度末資産総額は５，１１２億円、市民１人当たりに換算すると１４
９万円となっております。内訳を見ると、全体の多くを占めているのが固定資産で、総額４，７２９
億円となっています。主に、学校、文化施設などの事業用資産が１，６０５億円、道路や橋梁などの
インフラ資産が２，６５９億円となっています。

前年度と比べて、資産全体では約２５億円減少し、市民１人当たりでは約４千円減少しました。主
に、固定資産では、有形固定資産が約６億円減少した一方、基金が約１１億円増加したことなどか
ら、約３億円増加しましたが、流動資産において、現金預金が約１６億円減少するなど、約２８億円
減少したことなどによるものです。

地方公共団体の活動には、資産の形成につながる道路や公園、学校等の公共施設の整備などのほ

か、資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サービスがあります。

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要するコストとそれらに

充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり、本市の行政活動の内容を把握することができ

ます。

  （２）物件費

  （１）人件費 

（単位：百万円）
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【行政コスト計算書からわかること】連結ベース

（３）純資産変動計算書

　本年度末純資産残高は３，１４２億円となっており、市民１人当たり９１万６千円となっていま
す。前年度と比べて、総額で約２９億円増加しており、市民１人当たりでは約１万１千円増加しまし
た。

純資産変動計算書は、地方公共団体が負担したコストのうち、住民などの直接的なサービス利用者

の負担ではまかないきれなかった部分を、国からの補助金や住民税などの税金でまかなえているかを

示す報告書です。純資産変動計算書の差引きがプラスであれば貸借対照表における純資産の増加、つ

まり将来世代に資産を残した（負担を軽減した）ことを意味し、逆にマイナスであれば、貸借対照表

における純資産の減少、つまり将来の負担を増やしたことを意味します。

純資産変動計算書は、前年度末純資産残高（＝前年度の貸借対照表の純資産）に、当期の行政コス

ト計算書から算定した純経常行政コストを差し引きし、財源調達である市税、地方交付税、補助金な

どを加算し、さらに保有する資産の評価替えから生じる評価差額などを加算して、本年度末純資産残

高を求めます。なお、本年度末純資産残高は、本年度の貸借対照表の純資産と一致します。

【純資産変動計算書からわかること】連結ベース

　行政コスト（経常費用）は２，０８５億円となっており、市民１人当たりでは６０万８千円となっ

ています。前年度と比べて、総額で約４３億円増加し、市民１人当たりでは約１万４千円増加しまし

た。主に、業務費用では人件費で約１６億円増加したことなどにより約１１億円増加したほか、移転

費用では子育て支援や高齢者福祉などの社会保障給付が約３４億円増加したことにより、約３２億円

増加したことなどによるものです。

　また、行政サービスを利用する対価として市民が負担する使用料・手数料などの経常収益は２７９

億円となっており、市民１人当たりで８万１千円となっています。主に東埼玉資源環境組合における

収益の増などにより、前年度と比べて、約４億円増加しました。

　なお、純経常行政コストに臨時損失及び臨時利益の影響を加えた純行政コストについては

１，８６３億円となっており、市民１人当たりでは５４万３千円となっています。新型コロナウイル

ス関連経費などの臨時損失は、前年度に比べ約２５億円減少しました。この純行政コストについて

は、市税や地方交付税などの一般財源や国・県補助金などで補っています。

（単位：百万円）

行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を示す（市税や
国・県補助金などを使用した経費）

財源を将来世代も利用可能な固定資産や長期金融資産にどの程
度使用したかを示す

財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を示す

上記以外の変動を示す

１ 財源の変動

２ 固定資産等の変動

４ その他の変動

●変動要因の区分

３ 資産評価差額の変動
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（４）資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書）

【資金収支計算書からわかること】連結ベース

① 業務活動収支について

　業務活動収支は１４０億円の黒字となっています。

　このキャッシュ・フローの黒字額が小さい場合には財政構造が硬直化していると考えられるため、

行政活動支出の削減に努めることが必要となります。

② 投資活動収支について

　投資活動収支は１０２億円の赤字となっています。

　統一的な基準による財務書類では、「業務活動収支（支払利息支出を除く。）」と「投資活動収支

（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）」を合計したものを基礎的財政収支（プライマリーバラ

ンス）と定義しており、一般的にこの額を黒字の範囲内に抑えることが望ましいと言われています。

令和５年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス）は４８億円の黒字となっております。前年度

に比べて、約３７億円減少しました。

③ 財務活動収支について

　地方債の発行（収入）・償還（支出）のキャッシュ・フローである財務活動収支は５６億円の赤字

となっています。これは、地方債の償還が進んでいることを示しています。

資金収支計算書は、地方公共団体における資金収支、つまり資金の流れをあらわす報告書で、業務

活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分して表示されます。

（単位：百万円）
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（５）財務書類からわかる主な指標（連結ベース）

①有形固定資産減価償却率
［減価償却累計額 ※ ／（有形固定資産 ※ － 土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額 ※）］
　　　　　　　　 ※ 物品を除く

有形固定資産のうち、償却資産の取得原価等に対する減価償却累計額の割合を算出することで、資

産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができます。

②純資産比率［純資産／資産合計］

この純資産比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。総資産に対する純資産の割合は約６

割で、前年度に比べて、０.９ポイント増加しました。

総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析において、財務の安定

性を図る指標として用いられる自己資本比率に相当するものです。

この有形固定資産減価償却率が高いほど資産の取得から年数が経過していることがわかります。前

年度に比べて、有形固定資産の減価償却が進んだことにより、１.１ポイント増加しました。
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（６）４表の相関関係

社会資本の約２割が将来世代の負担、約８割が現役世代の負担で形成されています。前年度に比べ

て、地方債の償還が進んだことなどにより、将来世代の負担の割合は０.５ポイント減少しました。

③社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代間負担比率）
［地方債残高 ※　／有形・無形固定資産合計］※臨時財政対策債などの特例地方債を除く

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来償還が必要な負債の残高の割合を示すもので、将来

世代が今後負担することとなる割合を見ることができます。

　※4表においてそれぞれ矢印で結ばれた部分の数値が一致します。
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関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円） 　

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円） 　

　一部事務組合や第三セクター等は、それぞれ独自で経営を行っていますが、出資金や補助
金、貸付金等により市が財政的援助を行っていることから、これらの団体の財政（経営）が健
全な状態で行われているかなどに引き続き注意し、各団体の適正運営の確保に努めます。

６　市の関連する団体の財政状況は？・・・

市の会計には、一般会計及び特別会計があることについては、すでにご紹介しましたが、この

ほかに他の自治体と共同処理するために設立した一部事務組合（東埼玉資源環境組合、越谷・松

伏水道企業団など）、民間事業者と共同出資で設立した法人（この法人を第三セクターと呼びま

す。越谷市では㈱埼玉県東部流通センターなど）のほか、市が100％出資をしている越谷市土

地開発公社などがあります。各団体とも、独自で経営を行っていますが、市からの負担金や出資

金、貸付金などの財政的援助を受けており、何らかの形で市と関係があるといえます。

　主な関連団体の令和５年度決算における財政（経営）状況は次のとおりです。

 ※表の記載金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

1

2

3

4

5

6

7

8

計 16,123 2,098一部事務組合等 35,327

彩の国さいたま人づくり広域連合 289 262 26 26 4 - -

- - 交通災害特別会計埼玉県市町村総合事務組合 177 101 77 77 -

埼玉県市町村総合事務組合 23,245 14,700 8,545 8,545 21 - - 一般会計

- - 特別会計埼玉県後期高齢者医療広域連合 880,773 869,976 10,796 10,571 5,498

埼玉県後期高齢者医療広域連合 2,562 2,538 24 24 - - - 一般会計

- - モーターボート競走事業会計埼玉県都市ボートレース企業団 43,230 41,366 1,864 8,625 -

越谷・松伏水道企業団 7,322 6,361 961 7,060 62 8,102 8 越谷・松伏水道企業団事業会計

8,021 2,090 東埼玉資源環境組合会計東埼玉資源環境組合 7,437 7,037 399 399 0

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

1

2 〇

3

4

計

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

地方公社・第三セクター等 181 - 38 4,256 - 4,185

- -19 402 10 - 38 -パルテきたこし

166 - - - - -

越谷市土地開発公社 2 342 5 -

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

一般会計等
負担見込額

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

埼玉県東部流通センター 35 224

- 4,256 - 4,185

- -19 319 - - - -

備考

越谷市施設管理公社

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

当該団体
からの
貸付金
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【参考資料】

財政力指数
年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 0.928 0.932 0.932 0.929 0.908 0.893 0.876
県内市町村平均 0.781 0.786 0.787 0.787 0.765 0.750 0.734
全国市町村平均 0.51 0.51 0.51 0.51 0.50 0.49 0.48

経常収支比率 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 89.5 90.2 91.0 89.9 84.5 89.0 92.1
県内市町村平均 93.1 93.9 94.5 93.7 88.9 93.0 94.4
全国市町村平均 92.8 93.0 93.6 93.1 88.9 92.2 93.1

公債費比率 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 6.0 5.8 6.4 6.0 5.7 7.1 7.3
県内市町村平均
全国市町村平均

公債費負担比率 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 11.1 10.6 11.1 10.1 9.5 9.5 9.3
県内市町村平均 12.4 12.4 12.5 12.0 11.5 11.4 11.0
全国市町村平均

実質収支比率 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 8.7 8.5 8.7 10.3 17.1 15.1 12.3
県内市町村平均 6.6 5.9 5.8 7.4 9.8 9.1 7.6
全国市町村平均

市債残高（一般会計【通常債】） （単位：千円）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
一般会計（通常債） 27,965,187 26,090,175 25,608,165 30,701,223 30,622,500 30,219,088 31,660,953

市債残高（一般会計【特例債】） （単位：千円）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
一般会計（特例債） 43,093,947 44,167,287 44,576,373 45,295,141 47,812,439 46,262,869 43,722,744

市債残高（その他の会計） （単位：千円）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
特別会計 42,708,627 40,200,976 37,744,677 7,340,622 6,905,113 6,317,291 5,709,723
病院事業会計 2,778,708 2,483,062 2,178,306 2,042,642 3,092,265 2,909,298 2,196,896
公共下水道事業会計 -               -               27,437,199 25,170,748 22,981,942 20,731,776

市債残高総額 （単位：千円）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
市債残高総額 116,546,469 112,941,500 110,107,521 112,816,827 113,603,065 108,690,488 104,022,092
一般会計（通常債） 27,965,187 26,090,175 25,608,165 30,701,223 30,622,500 30,219,088 31,660,953
内訳：一般会計（特例債） 43,093,947 44,167,287 44,576,373 45,295,141 47,812,439 46,262,869 43,722,744
内訳：特別会計 42,708,627 40,200,976 37,744,677 7,340,622 6,905,113 6,317,291 5,709,723
内訳：病院事業 2,778,708 2,483,062 2,178,306 2,042,642 3,092,265 2,909,298 2,196,896
内訳：公共下水道事業 27,437,199 25,170,748 22,981,942 20,731,776

債務負担行為（普通会計） （単位：千円）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
債務負担行為残高 15,029,548 13,850,773 11,481,306 14,038,233 13,078,541 13,739,519 29,112,025
内訳：債務負担行為（PFI） 5,869,283 5,241,990 4,659,863 3,961,635 3,355,264 2,729,899 16,942,200
内訳：債務負担行為（指定管理者） 4,674,485 4,538,690 3,286,879 7,663,499 5,797,654 4,039,104 5,489,184
内訳：債務負担行為（機器賃借等） 4,485,780 4,070,093 3,534,564 2,413,099 3,925,623 6,970,516 6,680,641
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地方財政健全化法に関する指標
実質赤字比率　　　　　　 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 ▲ 8.94 ▲ 8.75 ▲ 8.86 ▲ 10.62 ▲ 17.36 ▲ 15.51 ▲ 13.02
県内市町村平均
全国市町村平均
黒字の場合「▲」表示となります。

連結実質赤字比率　　　　　　 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 ▲ 16.88 ▲ 13.46 ▲ 12.89 ▲ 17.14 ▲ 23.64 ▲ 22.07 ▲ 18.32
県内市町村平均
全国市町村平均
黒字の場合「▲」表示となります。

実質公債費比率　　　　　　 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 7.0 7.2 7.2 7.6 6.7 6.0 5.3
県内市町村平均 4.7 4.8 4.8 5.0 5.0 5.1 5.0
全国市区町村平均 6.4 6.1 5.8 5.7 5.5 5.5 5.6

将来負担比率 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
越谷市 37.6 23.9 15.2 20.0 12.9 2.1 0.4
県内市町村平均 19.9 16.3 17.3 16.0 8.3 4.3 4.2
全国市区町村平均 33.7 28.9 27.4 24.9 15.4 8.8 6.3

資金不足比率 （単位：％）

年度 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
東越谷土地区画整理 ▲ 106,355.7 ▲ 84,898.9 ▲ 534,706.2 ▲ 1,216,855.5 ▲ 2,518,020.0 ▲ 2,664,280.0 -
七左第一土地区画整理 ▲ 2,099,028.5▲ 7,336,300.0 ▲ 14,219,400.0 ▲ 6,893,900.0 ▲ 13,188,600.0 0
病院事業 ▲ 2.5 ▲ 5.9 ▲ 4.9 ▲ 9.6 ▲ 10.4 ▲ 8.3 ▲ 1.0
公共下水道事業 ▲ 12.8 ▲ 11.2 ▲ 12.6 ▲ 13.5 ▲ 17.8 ▲ 26.3 ▲ 32.4
黒字の場合「▲」表示となります。
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